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平成 31年３月 29日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 デ ザ イ ン ワ ン ・ ジ ャ パ ン 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長   高 畠  靖 雄 

 （ コ ー ド 番 号 ： 6 0 4 8  東 証 第 一 部 ） 

問合せ先 取 締 役 経 営 管 理 本 部 長  田 中  誠 

 （TEL.03-6421-7438） 

 

 

 

Nitro Tech Asia Incの持分取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 31年３月 29日開催の取締役会において、以下のとおり、Nitro Tech Asia Incの出資持分を

取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

１．株式の取得の理由 

 当社は、国内最大級のオールジャンル口コミ店舗検索サイト「エキテン」を運営しており、現在 20 万件以

上（無料・有料掲載店舗）の店舗様にご利用頂いております。これまで成長を支えてきたのが、月額５千円か

らのサービス提供を実現するローコストオペレーションであり、その実現に向けてサービスの開発から販売ま

でを一気通貫して行う体制を確立してきました。 

 この様な状況の中、システム全体の抜本的なリニューアルや新たなサービス提供の必要性など、開発体制の

強化が求められてきました。しかしながら、日本国内においてはシステムエンジニアの供給不足から十分な要

員の確保が難しく、人件費の高騰も課題となっております。そこで、当社としては開発体制の強化に向けて、

海外オフショアを含めた幅広い選択肢について検討を行いました。 

 今回子会社化を予定する「Nitro Tech Asia Inc」は、ベトナム・ダナン市に拠点を置くシステム開発会社

であり、日本企業向けの開発案件についても豊富な経験を有しています。同社を子会社化することによって、

中長期的な開発リソースを低コストで確保する事が可能になると考えております。 

 

 

２．異動する子会社（Nitro Tech Asia Inc）の概要 

（１） 名 称 Nitro Tech Asia Inc 

（２） 所 在 地 218 Bach Dang, Hai Chau District, Da Nang City, Vietnam 

（３） 代表者の役職・氏名 磯目 真也 

（４） 事 業 内 容 オフショア開発、ソフトウェア開発 

（５） 資 本 金 1百万円（200,200,000VND） 

（６） 設 立 年 月 日 2014年 5月 27日 

（７） 大株主及び持分比率 
当該会社の大株主である個人２名と守秘義務契約を締結し、当該個人２名

より強い要請を受けているため、公表を控えさせていただきます。 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 
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決算期 2016年 12月期 2017年 12月期 2018年 12月期 

 純 資 産 959千円 1,824千円 5,589千円 

 総 資 産 4,991千円 9,476千円 33,339千円 

 売 上 高 14,172千円 25,332千円 67,402千円 

 営 業 利 益 646千円 3,793千円 22,499千円 

 経 常 利 益 646千円 3,793千円 22,499千円 

 当 期 純 利 益 646千円 3,793千円 22,499千円 

(VND 1=JPY 0.005で換算) 

 

 

３．持分取得の相手先の概要 

 

（１） 氏 名 持分取得の相手先である個人２名と守秘義務契約を締結し、当該個人２名

より強い要請を受けているため、公表を控えさせていただきます。 

 
（２） 住 所 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社との間に記載すべき資本関係、人的関係及び取引関係を含む利害関係 

はありません。 

 

 

４．取得持分，取得価額及び取得前後の所有持分の状況 

（１） 異動前の所有持分 - 

（２） 取 得 持 分 97.5％ 

（３） 取 得 価 額 
持分取得の相手先である個人２名と守秘義務契約を締結し、当該個人２

名より強い要請を受けているため、公表を控えさせていただきます。 

（４） 異動後の所有持分 97.5％ 

 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成 31年 3月 29日 

（２） 契 約 締 結 日 平成 31年 3月 29日 

（３） 持 分 譲 渡 実 行 日 平成 31年 5月末（予定） 

 

 

６．今後の見通し 

 本件買収による当社連結業績への影響は軽微ではありますが、新たに業績に重要な影響を及ぼす開示すべき

事項が発生した場合は、速やかに開示いたします。 

 

 

 

 

 

以 上 


